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一連の誤報によって日本人の民族・人種としての名誉が毀損され、それが日本人としてのアイデンティティーを自らの人格的生存の中核においてきた原告らの尊厳を傷つけたと主張している。 裁判所は、原告らは日本人であるという以外に本件各記事の対象 の間に何らの関係もないのだから、本件各記事によって原告ら個々人についての社会的評価が低下すると認めることはできないとし、原告らの主張を認めていな 。
知る権利の侵害については、吉田証言
の信ぴょう性が揺ら だ時点でそれまでの記事の検証や訂正 義務が生じるところ、それが果たされず、知る権利が侵害されたと主張した。④判決ではこの点のみが争点になり、 若干詳しい判示がある。それによ ば、あるメディアが真実に反する報道をしたとしても、それにより直ちに国民の知る権利が脅かされる は言えない。また、新聞社 は表現の自由が保障されており、過去の報道内容について疑義が生じた場合等の対応 ついても新聞社の自律的判断に委ねら る等のこ
とから、読者に対する法的義務としての訂正義務は認められないとした。
④判決は、誤報について必要な対応を

























































































よって保障された基本的人権であるが、旅券法の関係規定は、邦人の生命、身体または財産に重大な危険が及ぶ事態に立ち至ったものをその危険から保護することを目的とする合理的な制約であって合憲であり、本件の返納命令も外務大臣の裁量の範囲内であるとした。取材の自由との関係については、 「身命を賭してでも取材及び報道 遂げよう する姿勢は誠に崇高なものというべきであるが、我が国の憲法がいかなる場合にも国民の生命・身体よりそ 報道及び取材の自由を優先して保護すべきものとしている のとは解されない」とした。
控訴審判決（東京高裁９月６日判決）



















の裁定及び棄却決定が、 「正当な理由」の判断にあたって「放送の地域性に係る意図」を不当に重視したものとして違法であるとした。地デジ化に伴い地域外再送信の同意を巡る紛争が各地で生じたが、訴訟となったケースはまれ あり本件はその意味で重要な判断であ 。
